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I. 株式会社みちのく銀行に関する事項 
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 2022年９月期決算の概要 １.

(1) 経営環境 

わが国の経済は、ウィズコロナの新たな段階への移行が進められているもとで緩やかに

持ち直しておりましたが、７月以降の新型コロナウイルス感染症の再拡大（第７波）やウ

クライナ情勢に端を発した資源高及び原料高、エネルギー供給への不安により輸出や個人

消費の伸びは鈍化しております。 

株式会社みちのく銀行（以下、「当行」又は「みちのく銀行」といいます。）の主要営業

地域である青森県においても、第７波の影響は多方面に及びましたが、県内各地で３年ぶ

りの夏祭りが開催されるなど、感染抑制と経済活動の両立に向けた動きが進められており

ます。地域経済においては、供給制約の影響が残る生産関連で一部弱さがみられるものの、

総体としては持ち直しつつあります。今後は、行動制限や入国者数上限が撤廃されたこと

で観光業や関連産業の改善が期待されております。一方で、急激な為替の変動による先行

きの不確実性は高まっており、物価高騰による消費マインドの冷え込みや原料高による中

小企業の経営圧迫などが懸念されていることから、効果的な感染対策や各種政策の実施な

どが期待されております。 

 

当行と株式会社青森銀行（以下、「青森銀行」といい、当行と青森銀行を総称して、以下、

「両行」といいます。）は、2022年４月に共同株式移転の方式により持株会社である株式会

社プロクレアホールディングス（以下、「プロクレアＨＤ」といいます。）を設立し、経営

統合を行いました。また、両行は統合効果の最大化を目指すべく、2025年１月に合併を行

う予定であります。両行の融合によるシナジーの発揮等により、一層地元のお客さまのニ

ーズに対応できる体制を構築すべく、各種方策に取り組んでおります。 

 

(2) 決算の概要 

 資産・負債の状況（当行単体） ①

主要勘定のうち、貸出金残高は事業性貸出が減少しましたが、住宅ローン及び公共貸出

が増加したことにより、前年同期比 688億円増加して 1兆 7,623億円となりました。 

有価証券残高は、金利上昇・株安といった投資環境の中で、評価損益が悪化し一部損失

処理をした結果、前年同期比 903億円減少して 1,954億円となりました。 

預金残高は、個人預金の増加を主因に、前年同期比 351 億円増加して２兆 1,694 億円と

なりました。なお、譲渡性預金を含めた総預金残高は、同比 476 億円増加して２兆 2,294

億円となりました。 
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（単位：億円） 

 2021/9 期 

実績 

2022/9 期 

計画 

2022/9 期 

実績 

  

前年同期比 計画比 

資 産 24,094 23,646 23,893 ▲201 ＋247 

 うち貸出金 16,935 16,857 17,623 ＋688 ＋766 

 うち有価証券 2,857 2,700 1,954 ▲903 ▲746 

負 債 23,228 22,778 23,045 ▲183 ＋267 

 うち預金 21,343 21,633 21,694 ＋351 ＋61 

 

 収益の状況（当行単体） ②

資金利益は、貸出金利息が前年同期と同水準となり、有価証券利息配当金が投資信託解

約損益の増加などにより同比 19 億円増加した結果、同比 19 億円増加して 131 億円となり

ました。 

また、役務取引等利益は前年同期比４億円増加して 14億円となった結果、コア業務粗利

益は同比 24億円増加して 146億円となりました。 

経費は、人件費の減少を主因とし前年同期比２億円減少して 94億円となりました。 

以上により、コア業務純益は、前年同期比 25億円増加して 51億円となりました。 

なお、投資信託解約損益を除くコア業務純益は前年同期比 11 億円増加して 33 億円とな

りました。 

与信費用（一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理額）は、前年同期比９億円増加して８

億円となりました。 

有価証券関係損益（国債等関係損益＋株式関係損益）は、米国金利上昇を背景とした評

価損の一部処理を行った結果、国債等関係損益が前年同期比 17 億円悪化して 23 億円の損

失となりました。（ただし、資金利益に含む投資信託解約損益を合算すると同比４億円減少

の４億円の損失となります。） 

以上により、経常利益は前年同期比５億円減少して 17億円となりました。また、中間純

利益は法人税等調整額の減少により同比３億円増加して 22億円となりました。 
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【損益状況の推移（当行単体）】                    （単位：億円） 

 
2021/9 期 2022/9 期 2022/9 期   

実績 計画 実績 前年同期比 計画比 

業務粗利益 116 119 123 ＋7 ＋4 

[コア業務粗利益] [122] [130] [146] [＋24] [＋16] 

 資金利益 112 117 131 ＋19 ＋14 

 役務取引等利益 10 12 14 ＋4 ＋2 

 その他業務利益 ▲6  ▲11 ▲23 ▲17 ▲12 

 (うち国債等関係損益) ▲6 ▲11 ▲23 ▲17 ▲12 

経費 96 99 94 ▲2 ▲5 

 (うち人件費) 52 50 49 ▲3 ▲1 

 (うち物件費) 37 41 38 ＋1 ▲3 

一般貸倒引当金繰入額 － 1 2 ＋2 ＋1 

業務純益 20 18 26 ＋6 ＋8 

[コア業務純益] [26] [30] [51] [＋25] [＋21] 

臨時損益 2 ▲1 ▲8 ▲10 ▲7 

 (うち不良債権処理額) ▲1 2 6 ＋7 ＋4 

 (うち株式関係損益) 0 0 ▲0 ▲0 ▲0 

経常利益 22 16 17 ▲5 ＋1 

特別損益 ▲0 ▲6 ▲0 ＋0 ＋6 

税引前当期純利益 21 10 17 ▲4 ＋7 

法人税、住民税及び事業税 1 1 0 ▲1 ▲1 

法人税等調整額 1 1 ▲5 ▲6 ▲6 

当期純利益 19 6 22 ＋3 ＋16 

※1.…コア業務粗利益＝業務粗利益－国債等債券損益〔金融派生商品損益（債券関係）含む〕 

※2.…コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券損益〔金融派生商品損益（債券関係）

含む〕 

※3.…不良債権処理額＝個別貸倒引当金繰入額＋貸出金償却＋債権売却損＋偶発損失引当金繰入額 

－償却債権取立益 
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 自己資本比率の状況（当行単体） ③

域外での貸出を中心としたリスクアセットコントロール等によるリスクアセットの減少

に加え、資金利益の改善及び経費統制による当期純利益の増加により、自己資本比率は 2022

年 3月期比 0.29ポイント上昇して 8.22％となりました。 

 

【自己資本比率の推移（当行単体）】 

 
2019/3 期 

実績 

2020/3 期 

実績 

2021/3 期 

実績 

2022/3 期 

実績 

2022/9 期 

実績 

自己資本比率 7.75% 7.41% 7.70% 7.93% 8.22% 

 

 金融再生法開示債権の状況（当行単体） ④

金融再生法開示債権は、前年同期比 28億円増加して 279億円となり、対象債権に占める

開示債権の比率は、前年同期比 0.10ポイント上昇して 1.55％となりました。 

一方、厳格な基準による引当を実施した結果、金融再生法開示債権に対する保全率は全

体で 76.60％と一定水準を維持しております。 

（単位：億円） 

 

  

 
2020/3 期 

実績 

2021/3 期 

実績 

2021/9 期 

実績 

2022/3 期 

実績 

2022/9 期 

実績 

 破産更生債権及び 

これらに準ずる債権 
88 73 73 64 67 

 危険債権 121 131 134 127 135 

 要管理債権 11 46 42 48 76 

開示債権合計 221 251 251 239 279 

開示債権比率 1.29% 1.43% 1.45% 1.36% 1.55% 

保全率 90.99% 77.81% 85.07% 82.35% 76.60% 
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 プロクレアＨＤの連結業績 ⑤

プロクレアＨＤの連結業績は、経常収益は 443億円、経常利益は 49億円となり、企業結

合による負ののれん発生益 471 億円を特別利益に計上したこと等により、親会社株主に帰

属する中間純利益は 513億円となりました。 

連結財政状態は、総資産５兆 9,833億円、純資産は 1,941億円となり、主要勘定のうち、

譲渡性預金を含めた総預金は５兆 2,399億円、貸出金は３兆 5,861億円、有価証券は 8,800

億円となりました。 

また、連結自己資本比率は 9.00％となりました。 

  

【プロクレア HD の連結業績】                    （単位：億円） 

 
2022/9 期 

実績 

  経常収益  443 

 損  益 経常利益 49 

  親会社株主に帰属する中間純利益 513 

 
連結財政状態 

総資産 59,833 

 純資産 1,941 

 連結勘定残高 

（末 残） 

預金等（譲渡性預金を含む） 52,399 

 貸出金 35,861 

 有価証券 8,800 

 自己資本比率 連結自己資本比率 9.00% 
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 経営の改善に係る数値目標の実績 ２.

経営統合に伴い、シナジーの早期発揮及びシナジーの創出に向けた方策に取り組んでお

ります。店舗・ＡＴＭネットワークの見直しやシステム・事務統合を中心とした一時費用

の支出が先行するものの、シナジーの早期発揮を含め、経営強化計画の各施策を着実に実

践することで、収益性及び効率性について一定水準を維持してまいります。 

 

(1) 収益性を示す指標（コア業務純益） 

資金利益は有価証券利息配当金の増加を要因に計画を 14億円上回る 131億円となったほ

か、役務取引等利益についてもシナジー効果等により、計画を２億円上回る 14億円となり

ました。また、経費について生産性向上の取組みの成果などにより、計画を５億円下回っ

た結果、コア業務純益は計画を 21億円上回る 51 億円となりました。 

（単位：億円） 

 
2021/3 期 

始期 

2022/9 期 

計画 

2022/9 期 

実績 

  

始期比 計画比 

コア業務純益 71 30 51 +31 +21 

 投信解約損益除き 29 18 33 +37 +15 

※…コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券損益〔金融派生商品損益(債券関係)含

む〕、始期比は 2022/9期の実績を２倍したものと比較 
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(2) 業務の効率性を示す指標（業務粗利益経費率※1） 

経費（機械化関連費用※2を除く）は、物件費が計画を下回ったことなどから、計画を５億

円下回り76億円となりました。業務粗利益は、資金利益、役務取引等利益が計画を上回っ

たことから、計画を４億円上回り123億円となりました。 

この結果、業務粗利益経費率は、始期を 8.71 ポイント、計画を 6.51 ポイント下回る

62.28％となり、計画を達成しました。 

（単位：億円） 

 
2021/3 期 

始期 

2022/9 期 

計画 

2022/9 期 

実績 

  

始期比 計画比 

経費（機械化関連費用を除く） 161 81 76 ▲9 ▲5 

 うち人件費 105 50 49 ▲7 ▲1 

 うち物件費 42 24 20 ▲2 ▲4 

業務粗利益 227 119 123 +19 +4 

 うち国債等債券関係損益 ▲43 ▲11 ▲23 ▲3 ▲12 

業務粗利益経費率 70.99% 68.79% 62.28% ▲8.71p ▲6.51p 

※1.…業務粗利益経費率＝（経費－機械化関連費用）／業務粗利益 

※2.…機械化関連費用には、事務機器等の減価償却費、機械賃借料、及びアウトソーシング費用（システ

ム共同化等運営費用）等を計上しております。 
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 経営の改善の目標を達成するための方策の進捗状況 ３.

2025年１月に予定している両行の合併までは、引き続き変更前経営強化計画における経

営の改善の目標を達成するための方策の継続を基本としつつ、グループとしての最適化に

よる早期統合シナジーの実現を目指すと同時に、両行の合併時にシナジー効果を本格発揮

させるべく、シナジーの創出に向けた方策に着実に取り組んでまいります。 

 

 

 

(1) 経営統合による事業の改善にかかる方策 

経営統合の実現により、これまで両行が培ってきたノウハウやネットワーク・情報とい

った強みを融合させ、経営の合理化・効率化による多様な人材や投資・リスクテイク余力

の創出に取り組んでおります。 

こうした統合シナジーの発揮・活用によって、金融仲介機能・金融サービスの強化及び

事業領域の拡大を進めるとともに、健全な経営基盤を構築してまいります。 

これらの方策を着実に実践することで、将来にわたって金融サービスの提供を維持し、

ひいては地域経済の活性化及び地域住民の生活の向上に貢献してまいります。 

 

 



 

10 

 

 シナジーの創出に向けた方策 ①

A. 強みの融合 

(a) 培ってきたノウハウ 

両行では、法人分野において、事業性評価を起点としたコンサルティング機能の発揮に努

めてまいりました。同一エリアを基盤とする両行ではありますが、青森銀行では経営サポ

ート事業や地域デザイン事業を行うコンサルティング子会社（あおもり創生パートナーズ）、

みちのく銀行では、債権の管理や回収業務、事業再生に取り組むサービサー子会社（みち

のく債権回収）を有するなど、各々独自の強みを磨き、事業者支援を行っております。 

双方がこれまで培ってきた様々なノウハウをグループ全体で活用すべく、プロクレアＨ

Ｄを中心に両行へ連携事例の共有を行う等、活用推進に向けた取組みを行っております。

今後とも、お客さまへの質の高いサービスの提供を行ってまいります。 

 

(b) ネットワークと情報 

当行は青森県のほか函館地区においても顧客基盤を構築し、主に中小企業取引や個人分

野においてネットワークを拡大させてまいりました。一方で、青森銀行は、青森県を代表

する中核企業や地方公共団体との強固なリレーションを構築し、青森県内経済において中

心的な役割を果たしてきました。 

経営統合の実現により、グループとして青森県において相互の顧客セグメントを補完し

合うことで、法人、個人、公共等の全てのセクターにおいて、強固な顧客基盤と地域にお

ける情報を有することができ、・ネットワークをさらに拡充していくことが可能となりまし

た。  

今後とも青森県外も含めたネットワークを面的・立体的に結びつけることで、お客さま

の成長を加速させ、地域の更なる発展に貢献してまいります。 

 

【両行の強み】 

 



 

11 

 

 

B. 経営資源の創出 

両行は、システム・事務の共通化や、適切なリスクコントロールを通じて人的リソース

や投資余力・リスクテイク余力等の経営資源を創出し、金融仲介機能・金融サービスの強

化及び事業領域の拡大を進めてまいります。 

 

(a) 人員の創出 

ア. チャネル配置の最適化 

変更前経営強化計画において、単独を前提とした店舗統廃合計画を策定しておりました

が、シナジー創出のため店舗統廃合計画の再検討を行っております。 

2022年９月末までに、お客さまの利便性を考慮した上で、青森県内における３ヶ店（上

土手町支店・亀甲町支店・国道支店）の支店内支店方式による 2022年度内の店舗統合を行

うことを公表しております。 

両行では、営業地域の重複が多く、同一エリアでの店舗配置も多いことから、2025年１

月の両行合併後、両行店舗が近接しているエリアを中心に店舗及びＡＴＭを統合し、チャ

ネル網の最適化を図ってまいります。 

 

イ. 業務の集約化に関する方策 

本部業務について、両行の重複業務のほか、グループ内の同一業務をプロクレアＨＤに

集約することで、本部組織のスリム化を図っております。 

具体的には、経営統合後、各行で行っていた株式事務やＩＲ等の各種業務について、プ

ロクレアＨＤへ業務を集約したことにより、合併を見据えた体制の構築等に人的資源を活

用することが可能となっております。 

また、営業店業務においても、営業店の拠点集約、事務の本部集約を進めることで、効

率的かつ効果的な人員配置を目指します。 

 

ウ. デジタル化に関する方策 

本部業務及び営業店業務のデジタル化を進め、ミドル・バックオフィスの業務の削減に

取り組んでおります。具体的には、キャンペーンの実施による通帳レス取引の推進など一

部窓口業務の効率化をさらに進めることにより、お客さまの待ち時間短縮や地域経済の活

性化に資する業務に携わる時間を増やしていくなど、生産性の向上及びお客さま満足度の

向上に取り組んでおります。 

 

(b) 投資余力の創出 

ア. システム・事務の共通化 

これまで両行それぞれが負担していたシステム関連コストの軽減を図り、お客さま向け
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サービスの充実に向けた事業への投資に充当するため、2025年１月に予定している両行の

合併と同時に、基幹システムの統合及びサブシステムの統一化を予定し、プロジェクトの

推進に取り組んでおります。経営強化計画期間内は費用が先行する見込みでありますが、

同計画期間終了後の両行合併以降に効果を発揮できる見込みであります。 

 

イ. 各種コストの適正化に関する方策 

統合シナジーの大宗は、2025年１月に予定している両行の合併以降発揮される見通しで

ありますが、シナジーの早期発揮に向け、ＡＴＭネットワークの効率化、新卒採用の共同

実施等、両行で重複するコストの見直しを実施し、各種コストの適正化を図っております。 

 

C. リスクテイク余力の創出 

(a) 資本の活用 

健全な自己資本の水準を維持しつつ、経営資源の適切な配分を行うことで、「収益」「リ

スク」「資本」のバランスを図りながら、許容範囲内にリスクをコントロールすることによ

って、最適なリスクリターンの確保と経営戦略の達成を目指し、取り組んでおります。 

なお、こうした施策の企画・管理機能を強化すべく、2022年 10月よりプロクレアＨＤの

経営企画部内に「ＡＬＭ室」を新設することを決定いたしました。 

 

(b) 信用リスク管理 

融資審査・期中管理等の信用リスク管理ノウハウの融合を通じたリスクコントロールの

高度化、経営資源の効率的な再配分を通じたリスクテイク余力の創出等に取り組んでおり

ます。 

2022年９月期においては、クレジットライン管理や与信集中リスク管理等の信用リスク

計測指標について両行合算での計測を開始するとともに、信用コストの観点から重要性が

高い事業性貸出先については、自己査定における債務者区分の統一を行いました。 

 

(c) その他リスク（市場リスク等） 

その他リスクについても、両行のノウハウを共有・活用したリスク管理体制の強化を目

指しております。 

経営方針に基づく経営戦略等の策定・実施・検証にあたり、統合的リスク管理を重視し、

内在するリスクを認識・評価・管理することにより経営の健全性を確保し、経営資源の適

切な配分を通じて、経営体力に見合うリスクから適正収益を確保することに努めておりま

す。 
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(2) 経営の改善の目標を達成するための方策の進捗状況 

 基本戦略 ①

少子高齢化やマーケットの縮小などの構造的な課題に対し、従来の銀行業の枠組みを超

え、地域の未来に必要とされる価値を創り出し、その価値をお客さまに届けていくことが、

地域と当行の持続的な成長に繋がるとの認識のもと、本計画では、目指すべき姿を「地域

に寄り添い、地域のために挑戦し、地域とともに成長し続ける価値創出カンパニー」と定

めております。 

これらを実現するために、営業戦略（地域への価値提供）、地域戦略（地域への価値創造）

人財戦略（自律性の高い人財の創出）の３つの基本戦略を掲げるほか、基盤戦略として、「公

的資金返済に向けた財務基盤の強化」、「戦略的な投資と経費適正化による筋肉質な銀行へ

の変革」、「グループ総合力の発揮」を掲げ、各施策に取り組んでおります。 

 

A. 営業戦略（地域への価値提供） 

「地域に寄り添ったコンサルティング営業の展開」を実現するため、「地域企業への金融

仲介機能の一層の発揮」、「総合的な営業活動の実践による資産運用・形成支援の強化」、「デ

ジタル技術の活用による顧客サービスの充実」を掲げ、法人営業部門への積極的な人員投

下によるお客さまとのコンタクト頻度（電話・オンライン等を含む面談）の増加や、法人

営業・個人営業連携の一層の強化による法人を起点としたオーナー・従業員に向けた提案

活動の強化、非対面チャネル（オンライン・電話等）の活用による現役層のお客さまとの

接点強化等に取り組んでおります。 

また、デジタル技術を活用し、銀行アプリや通帳レス口座の提案や法人・個人向けイン

ターネットバンキングなどの非来店型サービスの利用を推進し、お客さまの利便性向上と 

窓口業務のスリム化の両立に取り組んでおります。 

 

(a) 法人営業戦略 

事業者のお客さまへのコンタクト頻度の増加を図りながら、個社別取引方針に基づく 

提案を強化しており、2022年９月期のお客さまへのコンタクト数は 38,240件、前年同期比

565件増加しております。 

特に、新型コロナウイルス流行の影響や気候変動による経営環境の変化に対しては、個

社毎の最適な資金繰り改善等の提案や、経営改善支援活動による顧客支援ローン等の提案

を通じ、事業活動のサポートに取り組んでおります。経営改善支援が必要なお客さまに対

し、計画策定支援サービス、計画策定支援貸出（きずな）、計画実行支援貸出（たすき）と

いった各種商品を通じた支援や、2022年６月には当行独自の商品となる資本的劣後ローン

を取り扱うなど、取組みの強化を図っております。 

また、地区本部や本部専門人員の拡充により、拡大する事業承継・Ｍ＆Ａニーズや、シ

ンジケートローン等への取組みを一層強化し、地域や経営者の抱える後継者不在の課題解
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決や、成長支援に資する資金の供給等にも積極的に取り組んでおります。 

 

 

 

(b) 個人営業戦略 

 

 

 

ア. 資産運用層への提案強化 

各地区本部（青森、弘前、八戸、北海道（函館））にライフプランニングコンサルタント

（ＬＰＣ）を 16名（2022年９月末）配置し、個人富裕層、法人オーナー等、相続・事業承

継ニーズのある先に対して、シミュレーションツール（ウェルスマネジメントワークステ

ーション）を活用し、一次・二次相続の見える化を通じて、次世代まで見据えたライフプ

ランニングの支援に取り組んでおります。お客さまの資産全体を把握したうえで、課題を

洗い出し、最適な解決策を提案してまいります。 

 

〈法人営業課〉

法
人
の
お
客
さ
ま

オーナー

従業員

営業店
総合営業による提案

＝

〈個人営業課〉 個人ローン

事業性融資

資産運用

法人営業・個人営業の連携

地区本部

専門性の高い
資産運用

事業承継M&A
支援

法人

地区本部
青森・弘前・八戸
北海道（函館）

法人営業
担当部長

ライフプランニング
コンサルタント

事業承継
コンサルタント

資金繰りの改善
事業計画の策定
事業承継
人材採用
税制対策

資産・株式承継
相続対策

住宅・自動車取得
資産形成（積立投資）
家計収支見直し

顧客セグメントに応じた
最適な提案

従業員の資産形成支援
（積立投資・ローン）

法人オーナーの相続等支援

お客さまのニーズ

連携

経営改善
支援活動

個
人
の
お
客
さ
ま

資産形成層

営業店

個人ローン資産運用
専門性の高い
資産運用

資産運用層

地区本部

ライフプランニング
コンサルタント

資産を増やす
（提携証券会社の紹介）
資産を残す
（相続・承継への対応）

資産を創る
（住宅・自動車取得）
（積立投資）
（家計収支見直し）

金融リテラシー強化による
資産形成支援

休日営業拠点

エブリデイプラザ
青森・弘前・八戸

ローンスクエア
青森・弘前・八戸
函館・札幌

コンサルティング拠点 個人ローン専門拠点

非対面チャネル

スマホアプリ「みちぎんアプリ」
公式ＳＮＳ

自動車・フリー
カードローン

WEB受付ローン

おまとめローン

電話受付ローン

投資信託
提携証券会社

ネットバンキング

お客さまのニーズ

ニーズ喚起・商品情報発信

連携

連携
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イ. 資産形成層への提案強化 

 営業店の営業時間内にご来店が難しいお客さまに対しては、各地に設置している休日営

業拠点（みちのくエブリデイプラザ、ローンスクエア）により、住宅や自動車等の資産形

成や、資産運用に対するコンサルティングを展開しております。 

主に資産運用・各種ローン・確定拠出年金・相続等ライフプランニング全般の相談・提

案を行うエブリデイプラザは、「エブリデイプラザ青森（青森市・桜川支店内）」「エブリデ

イプラザ田向（八戸市・田向支店内）」「エブリデイプラザ弘前（弘前市・堅田支店内）」の

青森県内主要３市で展開しております。 

これらの取組みにより、住宅ローンを中心とした個人ローンの取扱いに特化した「ロー

ンスクエア」と同一支店内での営業体制が実現し、ローンから資産運用・資産形成支援ま

で質の高いコンサルティング提案が可能となっております。 

 

ウ. 個人ローンの取組み 

 住宅ローンは 45歳以下を対象に、「ガン保障付住宅ローン特別金利キャンペーン」を実

施しております。また、競合状況を踏まえ、地域別・個別に対応を検討するなど、ターゲ

ットを明確にした取組みにより残高の維持及び拡大を図っております。 

 消費者ローンは、ＷＥＢ受付の拡充に取り組んでいるフリーローンや自動車ローン、カ

ードローンにおいて、ＷＥＢによる契約割合が増加しており、取組みの効果が表れている

ほか、おまとめローン「あわせ～る」は、2020年度の発売以降、順調に残高が拡大しおり

ます。 

また、個人ローン推進のための体制整備として、専門拠点であるローンスクエアを中心

に住宅ローンの担い手の育成に取り組むとともに、青森銀行との統合を見据えた体制の検

討に着手しております。 

 

エ. 非対面チャネルの拡充 

 2021年２月にリリースした銀行アプリ「みちぎんアプリ」は、口座入出金明細の照会や、

家計簿機能を実装しており、順調に利用者が増加しております。2022年９月末時点で 39,000

件超のダウンロード数を達成いたしました。また、利用者の利便性向上のための定期的な

機能改善や、アプリを通じて祭りやイベントなどを盛り上げることで、地域社会の貢献に

取り組んでおります。 

法人向けインターネットバンキングについては、「でんさい」とセットにより推進を図っ

ており、お客さまの利便性向上と窓口業務のスリム化の両立に取り組むとともに、「手形・

小切手機能の全面的な電子化に向けた準備」にも対応しております。また、ＳＤＧｓ達成

に向けた取組みの一環として、通帳レス口座への切替を促進しており、継続的なキャンペ

ーンの実施などによる積極的な情報発信を行っております。 
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B. 地域戦略（地域への価値創造） 

主要戦略に「地域戦略」を定め、地域の持続的成長・発展に向け、地域に必要とされる

新たな価値の創造に挑戦しております。また、プロクレアＨＤのもと、青森銀行と共同で

事業領域の拡大に取り組むなど、地域の課題解決に向けた取組みを一層強化しております。 

 

(a) 地域企業の生産性向上・組織化支援 

 ウィズコロナを踏まえた社会変化に対応するため、2022年６月より事業再構築補助金以

外にも対象補助金を拡充した「補助金申請支援サービス」の取扱いを開始し、中小企業な

どの事業再構築補助金の申請支援を行っております。支援件数は、第７次公募までに申請

支援 79件、採択 25件（第１次～６次公募、第７次公募結果は未発表）となっております。  

また、ものづくり補助金や事業承継引継補助金等の支援も行い、申請件数７件（採択発

表１件含む）、採択件数５件となっております。 

 

(b) 地域のポテンシャルを引き出す事業領域への挑戦 

 当行の主力エリアである青森県・北海道地域の強みを引き出すため、地域の「産業強化」

に資する農林水産業・観光業・移住分野・再生可能エネルギー分野の４分野に対して提案

活動を実施しております。 

2021年度に農業分野に特化した外国人材派遣業者であるＹＵＩＭＥ株式会社と顧客紹介

に関する業務提携を行い、2022年９月までに県内農業生産法人５社を同社に紹介し、合計

20名の外国人材を派遣いたしました。 

 

(c) アライアンスの活用等による幅広いソリューションの地域への提供 

幅広いソリューションの提供を図るため、新たに「トラックファンド」及び「リースバ

ック」を提供する株式会社リアライズコーポレーション、「不動産小口化商品」及び「区分

所有オフィス」を取り扱う株式会社ボルテックスと業務提携を締結いたしました。各アラ

イアンス企業と連携しながら、企業の成長ステージに応じた各種課題・ニーズへの対応に

取り組んでおります。 

 

C. 人財戦略（自律性の高い人財の創出） 

「職員と組織の相互成長による働きがいと幸福度の向上」を掲げ、自己成長意欲や貢献

意欲の高い人材＝自律型人財の創出に取り組んでおります。 

具体的にはキャリア育成支援の強化や多様な働き方の実現に向けた制度の拡充に取り組

んでおり、従業員満足度の向上を図りながら、企業理念や行動指針への共感・納得感を高

め、多様な人材が活躍する組織を目指しております。 
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(a) 共感を生む組織風土の実現による自律型人財の創出 

職員が自己啓発に意欲的に取り組むことで、組織の成長に繋げる風土醸成の一環として、

eラーニングを活用した自己啓発支援や公募型中心の研修体系への移行、キャリア・チャレ

ンジ制度による人員配置など、職員の自律的な成長を後押しする取組みを行っております。 

また、組織の理念達成に向け、チームをマネジメントする管理職の創出をねらいとして、

新入行員から若年層（入行８年目程度）向けの研修を実施し、リーダーシップやマネジメ

ント分野の能力開発と、監督職階・管理職階等、上位等級に至る段階的なレベルアップを

支援しております。 

 

(b) 職員の多様なライフスタイルを尊重した働き方改革 

あらゆるライフステージにおいて仕事と生活の調和を実現させる一環として、柔軟な働

き方の実現によるワークライフバランスの推進に取り組んでおります。具体的には 2020年

度よりフレックスタイム勤務制度及びテレワーク制度を導入し、フレックスタイム勤務制

度は対象となる職員のうち４割弱、テレワーク制度は月平均 80名程度の職員が利用してい

るほか、ワークライフバランスの充実に向け、有給休暇消化率の向上にも取り組んでおり

ます。 

また、健康経営のさらなる進化を目指し、スマートフォンアプリを活用した職員の生活

習慣病予防の動機付けや、健康意識の向上に取り組んでおります。  

これらの取組みの結果、当行は、「健康経営優良法人 2022（大規模法人部門）」に認定さ

れております。 

 

 2021/3 期 

始期 

2022/3 期 

実績 

2022/9 期 

実績 

2023/3 期 

計画 

2024/3 期 

計画 

有給休暇消化率 77.3％ 78.9% 37.6% 81.0% 82.0% 

 

(c) ダイバーシティの推進 

 ダイバーシティ推進室を中心に、女性の活躍推進や男性の育児参画支援、副業制度の活

用等に引続き取り組んでおります。 

女性の職域拡大の一環として、女性の管理職登用を進めることによる意思決定の場にお

ける多様な価値観の反映に取り組んでおります。「女性管理職比率」は数値目標に対し順調

に推移しております。 

また、男性の育児休業取得増加に向けた取組みの一環として、対象者本人への案内や所

属部店長から個別に取得を促すなど、男性の育児休業取得率の向上に取り組んでおります。 

副業制度は、2021年７月に一定の条件の下で可能とする制度を導入し、既に複数名の職

員が制度を活用しております。 

  



 

18 

 

 2021/3 期 

始期 

2022/3 期 

実績 

2022/9 期 

実績 

2023/3 期 

計画 

2024/3 期 

計画 

女性管理職比率 27.2% 29.4% 29.5% 29.0% 30.0% 

男性の育児休業取得率 83.3% 88.2% 60.0% 95.0% 100.0% 

 

(d) キャリア形成支援とプロフェッショナル人財の育成・活躍 

 プロフェッショナル人財の育成・活躍を目的に、キャリア・チャレンジ制度を利用した

グループ内外の人材交流や、外部派遣による様々な知見の習得にも取り組んでおります。 

また、高度な業務スキルを保有した人材創出に向け、公的資格（中小企業診断士・ＦＰ

１級など）の資格取得支援を行っており、資格取得に向け順調に活動しております。 

 これらの施策に加え、職員の中長期的なキャリア形成とその実現に向けた自律的な成長

を促す機会の提供を目的として、2021年 11月より人事総務部内にキャリア相談窓口を設置

し、個々人が主体的なキャリア形成を構築できるよう支援体制を構築しております。 

 

 基盤戦略 ②

生産性向上と経営資源の最適配賦による持続的成長の実現を掲げ、店舗・ＡＴＭネット

ワークの見直しや、各業務の効率化等に取り組んでおります。また、事務の効率化や、事

業性融資・コンサルティング業務分野への積極的な人員配置を行い、一人あたりの生産性

向上に取り組んでおります。 

2022年９月期においては、総人員数、法人・個人営業部門人員とも概ね計画通りの進捗

となっております。 

 

【経営資源の再配置の状況と今後の見通し】 

 2021/3 期 

実績 

2022/3 期 

実績 

2022/9 期 

実績 

2023/3 期 

計画 

2024/3 期 

計画 

総人員数 1,923 名 1,841 名 1,791 名 1,783 名 1,730 名程度 

うち法人・個人営業部門 689 名 664 名 661 名 632 名 600 名程度 

従来型店舗数 75 拠点 74 拠点 74 拠点 71 拠点 70 拠点程度 

※…計画期間中の人員実績は翌期初時点を対象（期末日退職者数を控除、翌期初の採用数を反映）。 

 

A. 生産性の向上 

(a) 重点分野への人的資源の配賦 

生産性を高める取組みとして、本部職員や営業店の窓口職員を、重点分野と位置付ける

事業性融資やコンサルティング業務分野に配置転換を行っております。 

 特に、青森・弘前・八戸・北海道（函館）に設置している地区本部には、事業承継支援

や資産運用の専門職員を配置しているほか、事業性融資業務においては、特にポテンシャ
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ルを有する地域に重点的に担当者を配置し、お客さまのニーズによりお応えできる体制を

構築しております。 

 

 2021/3 期 

実績 

2022/3 期 

実績 

2022/9 期 

実績 

2023/3 期 

計画 

2024/3 期 

計画 

地区本部 21 名 27 名 23 名 29 名 29 名 

窓口営業担当者 548 名 510 名 482 名 501 名 496 名 

法人営業担当者 354 名 336 名 338 名 370 名 370 名 

コンサル営業担当者 50 名 57 名 56 名 57 名 57 名 

地区本部＋営業店人員数 1,309 名 1,245 名 1,210 名 1,198 名 1,158 名 

 

B. 経費の統制 

(a) 計画的な設備投資に向けた統制 

店舗統廃合や業務のデジタル化に向けた戦略的な設備投資を行うにあたり、費用対効果

の見極めや、計画的な設備投資による償却費の適正化に取り組んでおります。 

特に投資額が大きく、導入後もランニングコストが発生するＩＴ投資は、経営会議の下

部機関である「ＩＴ戦略委員会」において費用対効果を十分に検証しているほか、年間の

投資枠管理を厳格化することで、減価償却費及びランニングコストの削減に取り組んでお

ります。 

 

(b) 効果的な物件費支出のための統制 

前計画で取り組んだ店舗統廃合の効果や、経費支出の適正化等に継続して取り組んだ結

果、2022年９月期の経費は計画を５億円下回り、94億円となりました。 

 

【経費の状況】 

 2021/3 期 2022/3 期 2022/9 期 2022/9 期 

実績 実績 計画 実績 

経費 200 億円 190 億円 99 億円 94 億円 

 

(c) 有価証券運用 

有価証券運用の基本スタンスは「中長期的に安定的なインカムを得られる有価証券運用」

の継続であり、適切なリスク管理のもと、安定的な収益を確保することで、財務基盤の  

強化に取り組んでおります。 

資産配分に関しては国内債券や為替ヘッジ外債を軸に、金利・株価・為替のリスク分散

の考え方に基づき、過去実績など多面的分析から評価損益の安定性、相場急落局面での損

益悪化の抑制を企図した運用方針をとることで安定的な収益獲得を図っております。 
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また、評価損に関しては、市場環境、評価損益の状況に細心の注意を払いながら運用の

自由度低下や運用効率の悪化に繋がるような過大な含み損とならないよう評価損金額の抑

制に努めております。 

  

(d) グループのノウハウ融合 

当行は、グループ会社として「みちのくリース株式会社」「みちのく信用保証株式会社」

「みちのくカード株式会社」「みちのく債権回収株式会社」を有しており、ノウハウの結集

により、地域のお客さまに向けた最適な金融機能の提供に取り組んでおります。 

特に、みちのく債権回収株式会社（みちのくサービサー）では、みちのく銀行グループ

の債権回収業務の受託に留まらず、他金融機関の債権買取に取り組むことで、地域におけ

る中小規模事業者の事業再生支援等に寄与しております。 

今後もグループのノウハウ融合に取り組み、金融仲介機能の強化を図ってまいります。 

 

 従前の経営体制の見直しその他の責任ある経営体制の確立に関する事項 ４.

(1) 業務執行に対する監査又は監督の体制の強化の方策 

 経営管理体制 ①

当行は、監査等委員会設置会社であり、取締役は総員８名としております。取締役のう

ち３名は、社外取締役であり、金融実務、企業経営、財務・会計等の分野において豊富な

経験を有するメンバーで構成し、幅広い知見からの監督を強化しております。 

取締役会は、原則月１回開催し、経営に関する重要事項について意思決定を行っており

ます。取締役会の運営については、審議時間の創出、重要議案への時間の重点配分、社外

取締役への事前情報提供と質疑等の受付を行い、議論の活発化と実効性の向上に取り組ん

でおります。 

また、取締役会から委任を受けた事項について付議する機関として、代表取締役及び本

部在籍の役付執行役員で構成する「経営会議」を原則として週１回開催し、迅速な意思決

定に努めております。 

監査等委員会は、取締役３名（うち社外取締役２名）で構成し、取締役及び執行役員の

職務の執行を監視・監督しており、さらに、常勤監査等委員は「経営会議」、各種委員会へ

出席し必要に応じて意見を述べることができ、適切な監査のための権限行使を行っており

ます。加えて、担当役員以上の決裁済稟議書は常勤監査等委員へ回付することとし、執行

役員の執行状況を日常的に監視・検証できる体制の整備に努めております。 

 

 経営強化計画の進捗状況管理 ②

経営強化計画の進捗状況は定期的にプロクレアＨＤの取締役会及び経営会議等へ報告し、

進捗管理を行っております。計画との乖離が生じた、又は生じる恐れがある場合には、そ

の対応策等を検討し、経営会議及び取締役会等において協議し、計画との乖離を是正する
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などの対応に取り組んでおります。 

 

(2) リスク管理の体制の強化のための方策 

 信用リスク管理・不良債権の適切な管理 ①

 大口先や指定業種の管理体制の強化や営業店との連携強化により、過度な融資推進姿勢

や実態把握不足等を要因とする不良債権発生防止と適切な信用リスク管理に努めておりま

す。 

 また、プロクレア HD として、グループ財務・ポートフォリオに与える影響が大きい事

業性貸出先については、自己査定における債務者区分統一の他、経営層との適切な情報共

有や与信方針策定を行うなど、グループ全体としての信用リスクガバナンス態勢強化に努

めております。 

 

 
 

A. 事業性融資に係る基本方針の策定 

推進と管理の適切なバランスを意識した業務活動を促すため、2020 年度より営業推進部

署とリスク管理部署が協働で「事業性融資に係る基本方針」を策定しております。 

 これを継続するとともに、同方針の周知・浸透に努めております。 

 

B. 途上与信管理の実効性向上 

特に業況注視が必要な先について、地区本部が営業店と連携し、実態把握等に取り組ん

でおります。 

また、審査部が営業店臨店を行い、主要顧客に関する取組方針を共有することにより、

営業店長の実態把握関与度の強化を図っております。 

大口与信先については、役員ミーティングを月２回開催し、個社別に具体的な取組み方
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針等について協議するとともに、プロクレアＨＤの経営会議へ定期的に報告し、改善に向

けた活動を継続しております。 

 

C. 審査部門の強化 

大口先の中でも業況注視が必要な要注意先・経営改善支援先への審査部による関与度を

高め、業況変動時の早期対応に取り組むため、大口要注意先担当を設置しております。 

 審査部大口要注意先担当は、営業店・地区本部とともにお客さまの経営課題を共有し、

実現性の高い経営改善計画策定のサポートを行うなど、コロナ禍の出口戦略対応を視野に

本支店一体となった取組みを強化し、与信費用の抑制に取り組んでおります。 

 

D. 人材育成 

 実態把握能力の向上や推進・管理両面のバランスを備えた人材の育成のため、研修の充

実に取り組んでおります。 

 階層別研修として、初任者研修・（初任者）フォローアップ研修のほか、主に主任クラス

を対象とした実践研修・代理トレーニー研修・課長トレーニー研修等を実施し、実態把握

力強化と適切な融資姿勢の浸透に努めております。 

 また、事業再生や経営改善といった特に顧客の実態把握・事業性評価が必要となる事例

への対応力強化を企図し、2021年度より業務別研修として再生研修を実施しております。 

 

 市場リスク管理 ②

市場リスクについては、「市場リスク管理規程」に基づき、バリュー・アット・リスク（Ｖ

ａＲ）及び評価損益増減、実現損益などの指標を用いて管理しており、年度毎に「市場リ

スク管理方針」並びに「市場リスク管理プログラム」を策定し、牽制機能を発揮できる管

理体制を構築しております。 

半期毎にリスクリミット、損失限度枠などを定め、これらに対するアラームポイントを

設定し、日次でモニタリングを行っており、リスク量の状況について、月次で経営会議に、

四半期毎に取締役会に報告しております。 

また、有価証券投資については、「ＡＬＭ管理規程」及び「市場ポートフォリオ基本規程」

などに基づき、四半期毎に投融資方針を策定し、月次の収益・ＡＬＭ委員会において資産

負債構造の最適化に関する協議や、許容リスクの範囲内において経営の健全性維持と収益

性向上の実現に向けた議論を行っております。さらには、週次で役員と市場部門関係者に

よるミーティングを開催し、損益状況、市場環境等の共有を行い、リスク・コミュニケー

ションを強化しております。 

今後も、収益・リスク・資本のバランスを図るなかで、健全性維持と収益性向上に努め

てまいります。 

また、プロクレアＨＤに市場リスク量を日次及び月次で報告を行い、リスクの状況につ
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いて、月次でＡＬＭ・収益管理委員会、四半期毎にリスク管理委員会、経営会議、取締役

会へ報告を行い、プロクレアＨＤにおいてもグループ全体のリスクリミットなどを管理し

ております。 

両行が保有する市場リスク管理に関する知見・ノウハウを共有することで、さらなる管

理高度化を図ってまいります。 

 

 収益・リスク・資本の一体的な運用 ③

          

 

資本をリスクと比較する観点からのみ捉えるのではなく、経営目標を達成する為に必要

となる収益を加えた３つの要素（リスク・収益・資本）の関係の中で適正なバランスを   

図ることが、銀行経営の健全性と収益性を同時に達成するとの認識のもと、リスク・収益・

資本の一体的な運用を行っております。これらは半期毎に実施している資本配賦や資金運

用に関する方針を通じて運営しているほか、資本対比の利回りに関する指標を定期的なモ

ニタリング指標として活用することで、健全な自己資本比率の維持と、一層の収益力強化

の両立を目指しております。 

 

(3) 法令等遵守の体制の強化のための方策 

法令等遵守については経営の最重要事項と位置付け、部店長会議や「役員によるコンプ

ライアンスセミナー」、各種研修などを通じて、全職員へ周知徹底を図っております。 

法令等遵守体制の強化・改善並びに実効性向上のため、年度毎にコンプライアンス・プ

ログラムを策定し、その進捗状況について四半期毎にコンプライアンス委員会へ報告する

とともに、経営会議・取締役会に報告しております。 

また、コンプライアンス委員会ではコンプライアンスに関する規程・マニュアルなどの

改定、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策、反社会的勢力への対応、情報管理

体制など、組織全般に係る事項について協議するほか、個別事案についても対応の適切性

や再発防止策の検討・検証を行うなど、組織的対応を行っております。 

今後も、各種研修などを通じてコンプライアンス・マインドの醸成に努めていくほか、

資本

収益リスク

一体運用

財務健全性
の確保

資本効率
の向上

リスク対比
リターンの向上
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不祥事件等の未然防止対応、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に係る態勢の

高度化、反社会的勢力との取引遮断に向けた対応、金融商品販売に係るモニタリング機能

強化と取引ルールの浸透・定着、利益相反管理並びに外部委託先管理などを主要な項目と

して、法令等遵守体制の更なる強化を図ってまいります。 

加えて、両行がこれまで蓄積してきたコンプライアンスに係る知見・ノウハウを共有す

ることで、さらなる管理高度化を図ってまいります。 

 

(4) 経営に対する評価の客観性の確保のための方策 

当行は、監査等委員会設置会社であり、取締役は総員８名で、うち監査等委員である取

締役は３名とし、取締役のうち３名は社外取締役であります。 

社外取締役は、金融実務、企業経営、財務・会計等の分野において豊富な経験を有する

メンバーで構成し、独立した立場から取締役及び執行役員の職務の執行を監視・監督して

おります。 

 

(5) 情報開示の充実のための方策 

お客さまや地域の方々に対して、当行の経営状況や活動状況をご理解いただくために、

情報開示の充実に努めております。 

ホームページやＳＮＳ等の活用に加え、お取引先との情報交換の場において、地域経済

の活性化に資する取組みや地域貢献活動等について発信しております。 

また、店舗の統廃合、金融サービスの変更を実施する際は、対象店舗における変更内容

の周知に加え、お客さまへの情報の提供を行っております。 

 

 中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化その他の主として業務を行っ５.

ている地域における経済の活性化に資する方策の進捗状況 

(1) 中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化その他の主として業務を行っている地域

における地域の活性化に資するための方針 

 法人営業活動基本方針 ①

地域企業への金融仲介機能の一層の発揮に向け、ミドルリスク層を中心とした中小規模

の事業者への取組みの強化を図ってまいります。法人営業部門への人員シフトをさらに進

め、お客さまへのコンタクト頻度の増加を図るとともに、個社別の取引方針に基づくソリ

ューション提案の強化を徹底してまいります。加えて、アフターコロナを見据えた中で、

創業から事業再生までのライフサイクルに応じた支援体制により、資金面のみならず、経

営改善計画の策定支援や各種ソリューションの提供にも一層努めてまいります。 

さらに、経営統合により、両行が培ってきたノウハウの融合、ネットワークと情報の相

互活用といったシナジーの創出に向けた方策を着実に実施し、早期のシナジー発揮に努め

てまいります。 
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 中小規模事業者等に対する信用供与残高及び貸出比率 ②

中小規模・ミドルリスク層を中心とした事業者への取組みの強化を図るべく、お客さま

へのコンタクト頻度の増加や、個社別の取引方針に基づく資金繰り支援や各種ソリューシ

ョンの提供に一層努めております。 

主要な取組みである法人営業戦略ミーティングの実践を通じて、お客さまの事業に関す

る理解を深めつつ、上記基本方針に基づき、特定の業種に偏ることなく、取引先数の増加、

貸出金の増強を図っております。 

2022年９月期における中小規模事業者等に対する信用供与残高は、始期を74億円上回り、

計画を71億円上回る5,389億円となりました。また、総資産に対する中小規模事業者等向け

貸出比率は、コロナ関連の給付金等の流入やコロナ制度融資の預金滞留等の影響もあり、

始期を0.01ポイント上回り、計画を0.13ポイント下回る22.55％となりました。 

 

（単位：億円） 

 
2021/3 期 2022/9 期 2022/9 期   

始期 計画 実績 始期比 計画比 

中小規模事業者等向け貸出 5,315 5,318 5,389 +74 ＋71 

総資産 23,575 23,440 23,893 +318 +453 

総資産に対する比率 22.54% 22.68% 22.55% +0.01p ▲0.13p 

※1.…「中小規模事業者等向け貸出」の定義…銀行法施行規則別表第一における「中小企業等に対する

貸出」から、個人ローン及び住宅ローン、当行子会社・関連会社向け貸出、土地開発公社・住宅供

給公社・道路公社向け貸出、政府出資主要法人向け貸出、個人ローン又は住宅ローン以外の個人向

け貸出、その他金融機能強化法の趣旨に反するような貸出を除いた貸出としております。 

※2.…資金供給手法の多様化の一環として、私募債に積極的に取り組んでいることを踏まえ、中小規模

事業者等向け私募債を信用供与として含めることとしております。 
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(2) 中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化の方策 

 中小規模の事業者に対する信用供与の実施体制の整備のための方策 ①

A. 顧客コンタクト機会の拡充 

 2020年度より青森、弘前、八戸、北海道（函館）の各営業拠点に地区本部を設置し、地

域毎の特性に応じた法人営業体制の強化や、営業店活動のサポートに努めており、2021年

度以降は、事業承継分野の強化のため、専門の本部担当者（事業承継コンサルタント）の

配置を行っております。 

また、法人営業部門への積極的な人員シフトを継続することにより、お客さまとのコン

タクト頻度の増強及び人材育成を図り、資金繰り支援やソリューション提案の強化に取り

組んでおります。 

年間顧客コンタクト数は、2022年９月末時点で 38,240件の実績であり、年度計画に対す

る進捗率は 48.41％と概ね計画通りの進捗となっております。 

                               （単位：件） 

 

加えて、人材育成に向けて、事業承継・M&A 等の専門性の高い分野において、継続して

職員を外部トレーニーに派遣しているほか、法人営業初任者向けの行内研修、法人営業役

席者向けのマネジメント関連の研修強化にも取り組んでおります。 

 

B. 顧客規模別の戦略と活動方針（セグメント戦略） 

法人営業活動の「質」や「実効性」を高めるために、お客さまの信用格付や事業規模に

応じた戦略・方針を策定しており、特に中低格付層や中小・零細規模事業者、小口与信先

へのアプローチ並びにリレーション強化を図る方針としております。 

 

 2023/3 期 

計画 

2022/9 期 

実績 

年度計画 

進捗率 

2024/3 期 

計画 

年間顧客コンタクト数 79,000 38,240 48.41% 82,000 
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(a) 正常先下位層～要注意先 

メインターゲットとして、既存先へのフォロー強化などコンタクト頻度（接点）を増や

し、リレーションの拡充に努めるとともに、短期継続融資、折返し資金対応を中心にした

資金繰り支援の取組みを徹底し、各種ソリューションの提案にも繋げてまいります。 

また、顧客が抱える真の課題解決に向けて、引き続き各種ミーティングを実施しており、

ミーティング実施に際しては、各地区本部並びに本部専門職員も能動的に参加することに

よって、質の高い金融支援及び本業支援の実現に努めております。 

 

(b) 正常先上位層 

 比較的企業規模の大きい先や資金力を有している先が多く、Ｍ＆Ａやコンサルティング

のニーズが想定されることから、ニーズ把握や情報収集を励行するとともに、取引の採算

性改善にも努めてまいります。 

 

 担保又は保証に過度に依存しない融資の促進その他の中小規模の事業者の需要に対応②

した信用供与の条件又は方法の充実 

A. 「経営者保証基本方針」について 

経営者保証については、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨を踏まえ、経営者等

の個人保証に依存しない融資の一層の促進に取り組んでおります。 

さらに、金融仲介の取組状況を客観的に評価できる指標群（ＫＰＩ）が設定されたこと

を受け、2022年６月に当行ホームページで当該ＫＰＩを公表いたしました。 

加えて、「ビジネスパートナー宣言」表明活動において、お客さまとともに「経営者保証

に関するガイドライン」の適用を目指していくことについて、説明を行っております。 

今後もお客さまの「経営者保証に関するガイドライン」の認知度向上と、当行の取組み
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についての周知を積極的に行ってまいります。 

2022年９月期の経営者保証ガイドラインの活用件数は、与信取引解消先が増加した影響

により 2022年３月期と比較し減少しておりますが、「なぜ経営者保証を徴求するのか」へ

の意識転換の促進を継続することで、活用先の増加に努めてまいります。また、経営統合

により、両行が培ってきたノウハウの融合、ネットワークと情報の相互活用といったシナ

ジーの創出に向けた方策を着実に実施し、引き続き、早期のシナジー発揮に努めてまいり

ます。 

 

                                     （単位：件） 

 
2022/3 期 

実績 

2022/9 期 

実績 

2023/3 期 

計画 

2024/3 期 

計画 

経営者保証ガイドライン活用件数 2,092 件 2,069 件 2,350 件 2,500 件 

 

B. ＡＢＬへの取組み 

事業性評価（商流把握等）や定期モニタリングによる顧客との対話の促進、及び不動産

担保に依存しない融資手法としてＡＢＬを推進しております。 

動産評価会社のノウハウを活用し、動産評価プロセスを通じた実態把握を行うとともに、

要注意先等のミドルリスク層への資金供与を中心に取り組んだ結果、2022年９月期のＡＢ

Ｌ利用企業数は 112先となっております。 

なお、ＡＢＬ利用企業数の対象動産の内訳は、集合動産（在庫）20 先、集合動産（再エ

ネ）62先、個別動産 7先、債権 23先となっております。 

  

 中小規模事業者等に対する信用供与の円滑化 ③

正常先下位から要注意先のミドルリスク層を主な対象として、短期継続融資、リファイ

ナンスなどの資金繰り支援、各種ソリューション提案等を事前に検討する「金融取引方針

に関するミーティング」を引き続き開催しております。これに加えて、「法人営業戦略ミー

ティング」につきましても、金融取引のみならず、多方面の提案内容を検討する場として、

主に正常先上位層を対象に、引き続き開催してまいります。 

また、新型コロナウイルス感染症や気候変動の影響が懸念されるなか、これまで以上に

実効性のある「経営改善支援活動」の取組みが重要であることから、2020年度より、青森・

弘前・八戸・北海道（函館）の各地区本部に専門の職員計５名（法人営業担当部長）を配

置し、経営改善支援活動に特化した戦略ミーティングへの参加も含めた、積極的な活動を

展開しております。 

今後も営業店との帯同訪問を実践し、より実効性のある提案や顧客の業績管理に向けた

活動を強化してまいります。 
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 検証体制について ④

 営業店毎の信用供与の状況については、本部関連部で情報共有とモニタリングを行う 

体制を構築しております。 

具体的には、融資支援システム「ＫｅｙＭａｎ」及びお客さまへのアプローチ状況の管

理ツールである「ＫｅｙＭａｎＳ3」による営業店毎の活動状況（支店長・役席・担当者に

よるコンタクト・提案状況）及び活動成果との相関の検証が可能な「見える化」ツールを

作成し、営業店へ定期的（１ヶ月ごと）なデータ配信を行うことで、各営業店が自店の活

動状況を管理・改善できる体制を構築しております。 

また 2022年７月から９月にかけて、「見える化」ツールを軸とした法人営業活動の質・

量の向上を意図したワークショップ、並びに法人営業課役席者を対象としたマネジメント

ワークショップを開催いたしました。各種ツールの活用を通じ、法人営業活動プロセスの

改善・向上を意図した取組みとして、より実効性の高い活動に向けた協議を行いました。 

今後につきましても、各種ツールの配信や活用方法等の提供、ワークショップ開催店の

アフターフォローを通じ、法人営業活動の質・量の向上に資するサポートを行ってまいり

ます。 

当行の法人営業活動においては、「営業推進」と「信用リスク管理」は一体と位置付け、

金融仲介の取組状況を客観的に評価できる指標群（ＫＰＩ）などの指標も活用しつつ、金

融仲介機能の発揮状況の振り返りを行ってまいります。 

 

(3) その他主として業務を行っている地域における経済活性化に資する方策 

地域密着型金融の推進に努め、多くの事業者に接し対応してきた経験を活かし、地域経

済の活性化に向けた取組みを行っております。 

2022年９月期の経営改善支援等取組先数は、②経営相談支援(580先、達成率 116.2％)、

④事業承継支援（252先、達成率 193.8％）、⑤担保・保証に過度に依存しない融資促進（70

先、達成率 145.8％）が順調に推移した一方、①創業・新事業開拓支援（206先、達成率 72.8％）

戦略
ミーティング

金融取引
方針編

経営改善
支援編

「本業支援」「顧客理解」
「パートナーシップの確立」が目的のミーティング

対象層：中堅事業者を中心とした層

金融支援（短期継続融資、折返し、条件変更）に
特化したミーティング

対象層：中小ミドル層を中心とした幅広い層

計画策定支援、金融支援、外部専門家紹介等を
目的としたミーティング

対象層：事業再生等に取り組む層（経営改善支援先）

顧客ニーズに応じた提案の検討（法人営業戦略ミーティング）
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において、新型コロナウイルス感染症の流行による創業者減少等の影響により、計画を下

回ったものの、全体では計画を 125先上回る 1,201先となりました。 

また、取引先企業総数は計画を 316先下回る 8,024先となり、取引先企業総数に占める

経営改善支援等取組先割合は計画を上回る 14.97％となりました。 

 

【経営改善支援等取組先割合】 

（単位：先） 

                     
2021/3 期 

始期 

2022/9 期 

計画 実績 始期比 計画比 

① 創業・新事業開拓支援 265 283 206 ▲59 ▲77 

② 経営相談支援 450 499 580 +130 +81 

③ 事業再生支援 111 116 93 ▲18 ▲23 

④ 事業承継支援 118 130 252 +134 +122 

⑤ 担保・保証に過度に 

依存しない融資促進 
41 48 70 +29 +22 

合計 

(経営改善支援等取組先) 
985 1,076 1,201 +216 +125 

取引先の企業の総数 8,242 8,340 8,024 ▲218 ▲316 

割 合 11.95% 12.90% 14.97% +3.02p +2.07p 

※…前計画から項目の定義やカウント方法を変更しており、2021/3期（始期）における経営改善支援等 

取組先数は、変更後の定義でカウントした実績を記載しております。 

 

※1.…各項目の定義  

① 創業・新事業開拓支援 

創業後５年未満の事業者への融資実行先、創業後５年未満の事業者を対象とした計画策定先（再策定先を含む）、    

創業後５年未満の事業者に対し政府系金融機関を紹介した先、当行関与ファンドを活用した先 

② 経営相談支援 

当行主導によりビジネスマッチング機会を創出し、商談成立に至った先（商談会、産直市、カタログ・EC 販売等関係機関

と連携した先を含む）、顧客紹介業務における取引が成立した先、外部専門家を活用して本業支援を行った先（選択ベンチ

マーク 40 に基づく）、当行関与による補助金活用先、人材紹介業務で支援を行った先、経営改善支援先、各種支援機関との

連携による支援先 
③ 事業再生支援 

再生債権先に対し、専担する審査部企業支援室が外部機関（中小企業再生支援協議会等）も活用しながら、改善アドバイスや

事業再生等を実行した先 

④ 事業承継支援 

事業承継相談に関する提携先への取次支援先、当行関与による事業承継支援先、Ｍ＆Ａニーズ発掘による外部専門機関へ

の取次支援先、当行関与によるＭ＆Ａマッチング支援先 

⑤ 担保・保証に過度に依存しない融資促進 

私募債引受先、動産担保融資（ＡＢＬ）実行先、シンジケートローン・PFアレンジャー業務受託先 等 

 

※2.…「取引先の企業の総数」の定義 

銀行法施行規則別表第一における「中小企業等に対する貸出」から、個人ローン及び住宅ローン、当行子会社・関 

連会社向け貸出、土地開発公社・住宅供給公社・道路公社向け貸出、政府出資主要法人向け貸出、個人ローン又は 

住宅ローン以外の個人向け貸出、その他金融機能強化法の趣旨に反するような貸出の先を除いております。 
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 創業又は新事業の開拓に対する支援に係る機能の強化のための方策 ①

創業５年未満先への各種支援を創業支援件数とし、「創業前の事業計画策定支援」から「創

業後の成長支援」までの一貫したフォローにより、地域の雇用創出に取り組んでおります。 

2022年９月期においては、創業５年未満先に対する計画策定支援に取り組んだものの、

コロナ禍の影響により、前年度に引き続き新規創業相談が伸び悩んだ影響から、創業支援

件数及び雇用創出数は計画を下回る進捗となりました。 

2022年９月期における創業関連の支援件数の実績は以下の通りであります。 

 

 

A. フォローアップ活動の全店展開 

2020年４月より創業支援先に対する更なる支援強化策として、フォローアップ活動を組

織的に展開しており、2022年９月期までに284件の取組みを行いました。 

創業支援先との定期的なコンタクトを通じて、事業計画策定支援を行い、創業後の計画

進捗状況の把握に努めております。また、必要に応じて事業計画再策定を伴う追加融資や

各種補助金などの資金調達手段の提供等のほか、収益改善に資する各種提案を行うことで、

創業支援先の事業拡大、継続支援に取り組んでおります。 

 

B. 創業支援先に対する誘客・販売促進支援 

フォローアップ活動の一環として、創業支援先に対し、ビジネスマッチングやクラウド

ファンディングを通じた誘客・販売促進支援を行っております。 

また、当行役職員による直接的な支援として、行内掲示を活用した「みちぎん応援ＭＡ

Ｐ」を展開しております。これは、飲食業やサービス業を中心とした当行のお客さまの営

業情報等を掲示し、役職員による利用を促す取組みであり、2021年度より新型コロナウイ

ルス感染症の拡大に対する支援策として、掲載対象先を拡充しております。 

 

 経営に対する相談その他の企業に対する支援の機能の強化のための方策 ②

ソリューションメニューの拡充のほか、戦略ミーティング等を通じ、お客さまの経営課

題の把握や、課題解決策の提案を徹底する体制の強化に取り組んでおります。 

 

A. ビジネスマッチング 

提携先と連携した国内向けの販路開拓支援や、国内外におけるオンラインを活用した商

談会への参加企業が増加したことなどにより、面談件数は計画を上回りました。成約件数

 2022/3 期 

実績 

2022/9 期 

計画 

2022/9 期 

実績 

創業支援件数 318 件 283 件 206 件 

雇用創出数 717 名 
175 名 

累計 892 名 

104 名 

累計 821 名 
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は、オンライン商談の定着化が図られたことにより成約率の改善が見られ、計画を上回り

ました。 

2022年９月期におけるビジネスマッチングの支援件数の実績は以下の通りであります。 

 

 

(a) ソリューション提供 

 営業店の法人営業戦略ミーティングなどによって掘り起こされたお客さまの経営課題、

ニーズに対し、各種ソリューション提案に積極的に取り組んでまいります。また、顧客紹

介業務のラインナップの拡充などにより、法人オーナー等の個人のお客さまに対する提案

力の強化を図っております。 

  

(b) 販路拡大支援 

 営業店で発掘したお客さまの販路拡大ニーズに対し、外部機関と連携し商談会等の企

画・運営に参画することで、販路拡大機会の創出に取り組んでおります。 

2022年９月には青森銀行と「～卸業者と繋がろう～商談会」を共同開催し、県内食品関

連事業者 34社が商談を実施いたしました。 

また、包括連携協定を締結した株式会社ＲＣＧと連携し、国内向けの販路拡大支援とし

て同社が運営するカタログ・ＥＣサイト「ＢＡＮＫＥＲ’ｓ Ｃｈｏｉｃｅ Ｖｏｌ．５」に

取引先事業者 19社の商品を掲載するなど、お客さまの販路拡大支援を積極的に行っており

ます。 

 

B. 人材紹介支援 

人材確保に係る経営課題を抱える企業を継続的に支援するため、業務提携先と連携を図

りながら人材紹介支援に取り組んでおります。 

昨年度に引き続き、内閣府事業の「先導的人材マッチング事業」及び青森市事業の「地

域貢献人材マッチング支援事業」へ参画し、地域の中小企業が抱える経営課題の解決に向

け、専門スキルを有するハイレベル人材や、副業・兼業人材とのマッチング支援に注力し

ており、建設業からサービス業まで、幅広く支援を行っております。 

2022年９月期における人材紹介業務成約件数の実績は以下の通りであります。 

 

 
2022/3 期 

実績 

2022/9 期 

計画 

2022/9 期 

実績 

ビジネスマッチング 

面談件数 
1,154 件 350 件 447 件 

ビジネスマッチング 

成約件数 
183 件 200 件 218 件 

商談会実施件数 9 回 2 回 3 回 
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 早期の事業再生に資する方策 ③

A. 本部専門スタッフによる支援体制 

事業再生支援については、審査部企業支援室に専門スタッフを配置し、Ｋｅｙｍａｎを

活用したタイムリーな情報蓄積及び情報共有を図り、企業審査を通じて取引方針を定め、

活動を強化しております。 

なかでも、抜本的な事業の再構築を伴う再生計画の策定が必要と判断される先を「再生

債権先」と位置付け、能動的に顧客との面談や交渉を行うなど、積極的な取組みを行って

おります。 

なお、「再生債権先」は年２回の銘柄見直しを行っており、2022年度下期は 26グループ

73先を対象に再生支援を行ってまいります。 

 

B. 再生支援メニューの充実 

これまでの活動を通じ、中小企業活性化協議会を中心に、弁護士、外部コンサルタント

などの専門家とのネットワークのほか、社外トレーニーによる専門的な知識の習得、トレ

ーニー先との連携など、より効果的でタイムリーな支援活動を提供できる環境を整えてお

ります。 

これらの外部専門家等との連携のほか、再生支援メニューの充実を企図し、2021年 11月

より当行プロパー商品として「顧客支援ローン」の取り扱いを開始しております。 

「顧客支援ローン」は、①経営改善計画策定支援貸出（融資当座貸越）、②経営改善計画

実行支援貸出（証書貸付）、③資本性劣後ローンの３つの貸出と、④経営計画作成支援サー

ビスの総称であります。 

このうち、「④経営計画作成支援サービス」は、お客さまの経営ビジョン達成のための計

画策定を支援する取組みであり、ご利用いただいたお客さまからは「将来の財務（定量面）

を数値化する」点について評価をいただいております。 

また、本商品を既存のＤＤＳ実施先における劣後債権の出口スキームに活用する等、お

客さまの経営改善の進捗に合わせた効果的なファイナンスの提供が可能となりました。 

本商品の活用により、お客さまの状況に即したきめ細かな支援を行い、実効性の高い再

生支援を展開してまいります。 

2022年９月期における顧客支援ローンの実績は、以下の通りであります。 

 

  

 
2022/3 期 

実績 

2022/9 期 

計画 

2022/9 期 

実績 

人材紹介業務成約件数 20 件 15 件 16 件 
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【顧客支援ローンの実績（2021/11～2022/９）】 

 件数 実行金額 

顧客支援ローン（貸出合計） 20 件 693 百万円 

 ①経営改善計画策定支援貸出（融資当座貸越） 8 件 74 百万円 

②経営改善計画実行支援貸出（証書貸付） 11 件 579 百万円 

③資本性劣後ローン 1 件 46 百万円 

④経営計画作成支援サービス 9 件 － 

 

 事業の承継に対する支援に係る機能の強化のための方策 ④

経営者の高齢化や後継者不在による事業承継を経営課題とする地域の事業者は年々増加

しており、その事業規模は幅広い層に広がっております。地域企業の幅広い層の事業承継

課題を支援するためセグメント戦略を展開し、提携先である大手専門業者への紹介活動の

みならず、当行が独自にコンサルティングサービスを提供することにより、特に主要顧客

である中小零細層への支援の強化に取り組んでおります。 

2022年９月期における事業承継（親族承継・従業員承継）及びＭ＆Ａ（第三者承継）の

支援件数実績は以下の通りであります。 

 

 
2022/3 期 

実績 

2022/9 期 

計画 

2022/9 期 

実績 

事業承継支援件数 122 件 30 件 113 件 

Ｍ＆Ａ支援件数 197 件 100 件 139 件 

 

A. 事業承継支援 

2021年４月より、事業承継ニーズに対する営業活動強化を目的に、各地区本部への「事

業承継コンサルタント」の配置を行っております。現在、八戸地区本部と北海道地区本部

に各１名を配置しており、きめ細かな相談体制を構築しております。外部コンサルティン

グ会社への出向経験を持つ高い専門性を有する職員を配置し、営業店で把握するお客さま

のニーズに対して、新商品「伴走支援型の事業承継支援サービス」の提供などを通じ、様々

な承継課題にハンズオンで対応しております。 

これらの取組みにより、2022年９月期における実績は計画を上回る 113件となりました。

また、事業承継支援業務における新規受託件数は 29件（2021年９月期比＋13件）と大幅

に増加しております。 
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B. Ｍ＆Ａ支援 

2020年度より、大手Ｍ＆Ａ専門業者では対応が困難であった中小零細層のお客さまに対

するＭ＆Ａ支援を強化するため、Ｍ＆Ａをプロパーで支援する体制を構築し、活動を展開

しております。2022年９月期におけるＭ＆Ａ業務の新規受託件数は 12件（2021年９月期

比＋１件）と順調に推移しております。 

 

 

 剰余金の処分の方針 ６.

(1) 配当についての方針  

当行は、持株会社であるプロクレアＨＤの 100％子会社であり、当行の配当金は全てプロ

クレアＨＤへ支払いいたします。 

グループ一体として金融仲介機能の強化、収益力の強化及び業務の効率化を図ることで

安定した業績及び健全な経営基盤の構築に努め、利益剰余金の積上げを図ってまいります。 

 

【利益剰余金の積み上げ実績と計画】                                    （単位：億円） 

 
2009/3 期 

当初始期 

2010/3 期 

実績 

(1 年目) 

2011/3 期 

実績 

(2 年目) 

2012/3 期 

実績 

(3 年目) 

2013/3 期 

実績 

(4 年目) 

2014/3 期 

実績 

(5 年目) 

2015/3 期

実績 

（6 年目） 

2016/3 期

実績 

（7 年目） 

利益剰余金 25 41 54 62 87 102 131 164 

 当期純利益 ▲268 20 18 14 31 32 37 45 

【上位大口層】

年商10億円～

年商５～10億円

～年商5億円

個人事業主

中規模・小規模層

個人事業主層

上位大口層

自治体と連携した支援

事業承継サポート M&Aサポート

提携事業者の紹介
（税理士法人・外部コンサル）

提携事業者の紹介
（外部コンサル）

（2021年5月開始）

経営者への伴走型支援

提携事業者の紹介
（提携会社）

みちのく承継サポートサービス

自治体と連携した支援

（2020年度開始）

青函・北東北を中心とした域内マッチング

みちのくM&Aサービス

提携事業者の紹介
（提携会社Webサービス）

＋ ＋

各地区本部（青森・弘前・八戸・函館）への事業承継コンサルタントの配置〈支援態勢の強化〉

 2017/3 期 

実績 

(8 年目) 

2018/3 期 

実績 

(9 年目) 

2019/3 期 

実績 

(10 年目) 

2020/3 期 

実績 

(11 年目) 

2021/3 期 

実績 

(12 年目) 

2022/3 期 

実績 

(13 年目) 

2022/9 期 

計画 

2022/9 期 

実績 

利益剰余金 192 209 206 155 168 186 191 204 

 当期純利益 35 26 6 ▲44 19 25 6 22 
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(2) 役員に対する報酬及び賞与についての方針 

取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬は、企業理念を実践できる取締役に  

相応しい人材の確保、並びに中長期的な業績の向上と企業価値の増大を図るインセンティ

ブとして機能することを基本方針としております。 

具体的には、金銭報酬である基礎報酬及び業績連動報酬、並びに業績連動型株式報酬で

構成する体系としております。これらの報酬は、株主総会で決議された総額の範囲内に  

おいて、取締役会において予め定められた「役員報酬等規程」「役員株式給付規程」に基づ

き決定しております。 

業務執行取締役の報酬は、基礎報酬及び業績連動報酬、並びに業績連動型株式報酬に  

より構成し、非業務執行取締役（社外取締役を除く）の報酬は、基礎報酬及び業績連動型

株式報酬により構成しております。これらの構成割合は、役位・職責に応じて当行の業績

等を総合的に勘案して設定しております。 

 

 財務内容の健全性及び業務の健全かつ適切な運営の確保のための方策 ７.

(1) 経営管理に係る体制（内部監査等） 

内部監査については、プロクレアＨＤの監査部が本部を監査対象とし、当行の監査部が

当行の営業店を監査対象とし監査を実施しております。内部監査結果は監査等委員会、経

営会議及び取締役会に報告しております。 

監査部は、内部監査の客観性・公平性確保のため、被監査部門から如何なる影響、干渉

も受けないよう全ての被監査部門から独立し、監査等委員会及び頭取へのダブル・レポー

ティングラインを確保することで、被監査部署に対して十分な牽制機能が働く体制を確立

するとともに、適正なスタッフを配置しております。また、会計監査人による助言等を受

け、その充実に努めているほか、監査プロセスの統一に向け両行が有する監査スキルを共

有するなど、監査水準の高度化に努めております。 

 

(2) 各種リスクの管理状況並びに今後の方針等 

当行では「自己資本管理規程」に基づき、過度なリスクテイクによる利益追求や極端な

リスク回避に偏ることなく、適切なリスクコントロールによる自己資本管理を行うため、

計量可能なリスクについてはリスクカテゴリー毎にリスク資本配賦を行い、統合リスク管

理の実践に努めております。各種リスク量については、日次及び月次でモニタリングを行

い、「統合リスクモニタリング」により、月次で収益・ＡＬＭ委員会、経営会議、四半期毎

に取締役会報告を行っております。 

収益・ＡＬＭ委員会は、財務の健全性維持と収益性向上を同時に実現するため、「収益」、

「リスク」、「資本」のバランスの最適化を図るとともに、リスクテイクに係る協議を行い、

ＡＬＭ・統合的リスク管理体制の強化を図っております。また、資本規制強化などの制度

変更対応や、より厳格な資本配賦運営・損失限度枠管理体制の確立に向けた議論、及びリ
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スクアペタイトフレームワークをベースとした経営管理の在り方など、ＡＬＭ・リスク管

理機能の強化・高度化に向けた協議を継続して行っております。 

なお、収益・ＡＬＭ委員会は、頭取を委員長とし、収益向上に向けた施策に対する指示

や、それに伴うリスク量の変化や資本に与える影響の把握など、財務の健全性維持と収益

性向上に関する活発な議論を行う場として機能しております。また、リスクマネジメント

委員会を設置し、各種リスクに関する幅広い議論を行うとともに、オペレーショナルリス

クについて、リスクの顕在化・再発防止策の協議・検討を通じ、業務の健全かつ適切な運

営の確保に努めております。 

今後も、リスク管理の高度化を図り、市場環境に応じたリスクコントロールの実践に努

めてまいります。 

また、各種リスク量については、プロクレアＨＤに日次、月次及び四半期毎に報告を行

い、統合リスクの状況について、月次でＡＬＭ・収益管理委員会、四半期毎にリスク管理

委員会、経営会議、取締役会へ報告を行っております。プロクレアＨＤのＡＬＭ・収益管

理委員会は、グループのＡＬＭ・収益管理に関する事項を包括的に審議し、リスク管理委

員会は、グループの各種リスク管理の状況等について審議を行う場としており、両行が保

有するリスク管理に関する知見・ノウハウを共有することで、さらなる管理高度化を図っ

てまいります。 
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II. 株式会社プロクレアホールディングスに関する事項 
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 株式交換等により当該発行金融機関等の完全親会社となった会社における１.

責任ある経営体制の確立に関する事項 

(1) 業務執行に対する監査又は監査の体制の強化のための方策 

プロクレアＨＤは監査等委員会設置会社とし、取締役は総員 14名で、うち５名を独立社

外取締役としております。 

取締役会のもとには、取締役社長及び全ての独立社外取締役で構成する「指名・報酬等

委員会」を設置し、取締役の指名や報酬などの検討の客観性・透明性の強化を図っており

ます。 

取締役会は、原則月１回開催し、グループ経営に関する重要事項について意思決定を行

い、取締役会から委任を受けた事項や経営の重要事項について審議する機関として、業務

執行取締役で構成する「経営会議」を原則として週１回開催し、迅速な意思決定に努めて

おります。 

監査等委員会は、取締役４名（うち社外取締役３名）で構成し、取締役の職務の執行を

監視・監督してまいります。また、必要に応じて監査等委員会が監査部へ直接指揮命令を

行うことができることとし、独立性が確保される体制としております。さらに、常勤監査

等委員は「経営会議」をはじめ、各種委員会へ出席し必要に応じて意見を述べることがで

き、適切な監査のための権限を有しております。 

 

 

(2) 経営強化計画の進捗管理 

経営強化計画の進捗状況は定期的に取締役会及び経営会議等へ報告し、進捗管理を行っ

ております。計画との乖離が生じた、又は生じる恐れがある場合には、その対応策等を検

討し、取締役会及び経営会議等において協議し、計画との乖離を是正するなどの対応に取

り組んでおります。 
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(3) リスク管理の体制の強化のための方策 

プロクレアＨＤは、経営方針に基づく経営戦略等の策定・実施・検証にあたり、統合的

リスク管理を重視し、内在するリスクを認識・評価・管理することにより経営の健全性を

確保し、経営資源の適切な配分を通じて、経営体力に見合うリスクから適正収益を確保す

ることに努めております。 

 

 統合的リスク管理に関する事項 ①

プロクレアＨＤは、「リスク管理方針」、「リスク管理規程」及び「統合的リスク管理規程」

を定め、内在するリスクを認識・評価・管理することにより経営の健全性を確保し、経営

資源の適切な配分を通じて、経営体力に見合うリスクから適正収益を確保することに努め

ております。 

プロクレアＨＤに設置する「リスク管理委員会」は、原則四半期毎に開催し、グループ

が抱える各種リスクの管理・運営に関わる方針、体制に関する事項、各種リスクの状況及

びリスク管理の状況等に関わる審議を行うこととしております。さらに、原則月１回開催

している「ＡＬＭ・収益管理委員会」においては、グループのＡＬＭ・収益管理に関する

事項を包括的に審議し、収益・リスク・資本の適正なバランスを図ることを目指しており

ます。 

 

 信用リスク管理・不良債権の適切な管理に関する事項 ②

プロクレアＨＤは「信用リスク管理規程」を定め、内部管理体制の整備・充実を図るこ

とにより、グループ全体の健全性の確保に努めております。 

また、信用リスクガバナンス態勢の強化に取り組んでおり、クレジットライン管理や与

信集中リスク管理等の信用リスク計測指標について両行合算での計測を開始するとともに、

信用コストの観点から重要性が高い事業性貸出先については、自己査定における債務者区

分の統一を行いました。 

 

 市場リスク管理に関する事項 ③

プロクレアＨＤは「市場リスク管理規程」を定め、グループ一体で収益・リスク・資本

の適正なバランスを図り、健全性の維持と収益性の向上に努めております。両行のノウハ

ウ融合等を通じて、グループベースの市場リスク管理の高度化に向けて取り組んでおりま

す。 

 

(4) 法令等遵守の体制の強化のための方策 

グループ横断的な法令等遵守管理体制を構築し、グループ全体の法令等遵守体制の強化

に努めてまいります。 

プロクレアＨＤでは、グループ全体に適用される「グループコンプライアンス・プログ
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ラム」を年度毎に策定し、進捗状況については、コンプライアンス委員会へ報告するとと

もに、定期的に経営会議・取締役会に報告してまいります。 

また、プロクレアＨＤに設置するコンプライアンス委員会ではグループ全体に関わるコ

ンプライアンス上の課題や施策について審議するほか、グループ各社における個別事案に

ついても対応の適切性や再発防止策の検討・検証を行うなど、グループ一体での組織的対

応を行ってまいります。 

あわせて、グループ全体のコンプライアンス運営に係る基本方針を策定するとともに、

マネー・ローンダリング防止及びテロ資金供与対策、反社会的勢力への対応、利益相反管

理、情報管理等の主要な個別コンプライアンス領域についても領域別の基本方針を策定し、

両行をはじめとするグループ各社は、これらの基本方針に従って法令等遵守体制の強化を

図ってまいります。 

なお、利益相反管理については、両行をはじめとするグループ各社がプロクレアＨＤへ

直接報告する体制とし、グループ各社が保有する情報をプロクレアＨＤが一元管理して、

総合的な観点から判断する体制を構築してまいります。 

また、内部通報制度については、両行がそれぞれ設置している窓口に加え、グループ各

社の役職員がプロクレアＨＤへ直接通報することも可能とし、不祥事件等の未然防止、牽

制体制の強化を図ってまいります。 

 

(5) 経営に対する評価の客観性の確保のための方策 

プロクレアＨＤは監査等委員会設置会社とし、取締役は総員 14名で、うち監査等委員で

ある取締役は４名としております。また、取締役のうち５名を独立社外取締役としており

ます。 

独立社外取締役は、金融行政、金融実務、企業法務等の分野において豊富な経験を有す

るメンバーで構成し、幅広い知見からの監督を強化しております。 

また、取締役会の実効性評価の実施等により、取締役会の機能の向上を図ってまいりま

す。 

 

(6) 情報開示の充実のための方策 

お客さま、株主、そして地域の方々といったステークホルダーの皆さまに、グループの

経営状況や事業内容をご理解いただくとともに、経営の透明性を確保することを目的とし

て、情報開示の充実に努めております。 

半期毎の決算記者会見のほか、機関投資家向けＩＲに取り組むほか、ホームページでは、

タイムリーディスクロージャーの観点から、適時適切なニュースリリースによるスピーデ

ィーな情報開示に努めております。 

また、店舗の統合など、金融サービスの変更を実施する際は、対象店舗における変更内

容の周知に加え、個別のＤＭ発送、ホームページによる案内など、お客さまへの情報の提
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供について確実に行ってまいります。 

 

(7) 当該経営強化計画を実施する子会社の議決権の保有、当該子会社の経営管理を担当する

役員の配置その他の当該経営強化計画を連名で提出する銀行持株会社等における責任あ

る経営管理体制の確立に関する事項 

 子会社の議決権の保有 ①

 プロクレアＨＤは、当該経営強化計画を実施する子会社であるみちのく銀行の完全親会

社であり、みちのく銀行の議決権 100％を保有しております。 

 

 子会社の経営管理を担当する役員の配置 ②

プロクレアＨＤの取締役総員 14 名（うち５名は独立社外取締役）のうち３名は当該経

営強化計画を実施する子会社であるみちのく銀行の取締役を兼職しております。また、プ

ロクレアＨＤの代表取締役２名のうち、１名はみちのく銀行の代表取締役頭取が兼職して

おります。みちのく銀行の取締役を兼職する取締役３名は、豊富な実務経験と高い見識を

有していることから、プロクレアＨＤのガバナンス機能を発揮するうえで、みちのく銀行

の経営管理を的確・公正に遂行することができ、かつ十分な社会的信用を有しております。 

 

 その他主務省令で定める事項 ２.

(1) 持株会社の剰余金の処分の方針 

プロクレアＨＤは、グループ中核事業である銀行業としての公共的使命を全うするため、

長期にわたり経営基盤の拡充に努めるとともに、安定的な配当を継続することを基本方針

としております。なお、プロクレアＨＤの配当金は、みちのく銀行及び青森銀行から受け

取る配当金を原資としております。 

2023年３月期は、普通株式は１株あたり中間配当 25円、期末配当 25円の通期配当 50円、

第一種優先株式は定款及び発行要項の定めに従った配当を予定しております。 

引き続き、グループシナジーを発揮することで金融仲介機能及び収益力の一層の強化、

並びに業務の効率化に取り組み、健全な経営基盤の構築に努めてまいります。 

 

【プロクレアＨＤ（連結）の当期純利益、利益剰余金残高の実績及び計画】（単位：億円） 

 2022/9 期 

実績 

2023/3 期 

計画 

2024/3 期 

計画 

利益剰余金 1,260 981 1,012 

 当期純利益 513 26 41 

※1.…2022 年 9 月期は、経営統合に伴う負ののれん発生益を特別利益に計上しております。 

※2.…2023/3 期以降は、みちのく銀行連結及び青森銀行連結を合算した計画を記載しており、経営統合に

伴う負ののれん及び PPA(Purchase Price Allocation)の影響は考慮しておりません。 
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※3.…利益剰余金は、普通株式及び優先株式の配当額を当期純利益に対応する年度から控除しております。 

(2) 持株会社の財務内容の健全性及び業務の健全かつ適切な運営の確保のための方策 

プロクレアＨＤでは、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図っていくためには、

実効性の高いコーポレート・ガバナンス体制の構築が経営の重要な課題であると認識し、

経営の透明性及び健全性を高め、コーポレート・ガバナンスの充実に努めてまいります。 

 

 経営管理に係る体制整備（内部監査等） ①

コーポレート・ガバナンス体制の強化に向け、実効性のある経営監査体制の構築に取り

組んでおります。 

内部監査については、プロクレアＨＤの監査部及び両行の監査部が実施し、グループに

係るガバナンス、リスク・マネジメント及びコントロールに関連する全ての経営活動を対

象範囲としております。内部監査結果は、取締役会、監査等委員会及び経営会議に報告し

ております。なお、プロクレアＨＤの監査部はプロクレアＨＤ及び両行の本部を監査対象

とし、両行の監査部は各行の営業店を監査対象とし監査を実施しております。 

監査部は、内部監査の客観性・公平性確保のため、被監査部門から如何なる影響、干渉

も受けないよう、取締役会直下の組織として全ての被監査部門から独立しております。ま

た、監査等委員会へのレポーティングラインを確保することで、取締役に対する牽制機能

も有しております。 

被監査部署に対して十分な牽制機能が働く体制を確立するとともに、適正なスタッフの

配置や会計監査人による助言の反映等により監査機能の充実に努めているほか、監査プロ

セスの統一に向け両子銀行が有する監査スキルを共有するなど、監査水準の高度化に努め

ております。 

 

 各種リスクの管理状況並びに今後の方針等 ②

プロクレアＨＤは、「リスク管理方針」においてリスク管理に関する基本的な方針を定め

ております。リスク統括部をリスク管理統括部署とし、経営企画部担当役員を委員長とす

る「ＡＬＭ・収益委員会」及びリスク統括部担当役員を委員長とする「リスク管理委員会」

等の委員会体制を整備することで、グループ全体でのリスク管理体制の強化を図っており

ます。 


